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はじめに 

 

 

 

これまで、「新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関する関係省庁対策会議」

などの公的機関により「新型インフルエンザ対策ガイドライン」等の整備が行われ、

具体的な対策も着実に進捗している。しかしながら、混雑により感染拡大を助長する

おそれの大きい通勤電車等での人員輸送のあり方に関しては、重要な課題の一つと指

摘されているものの議論が十分に整理されていない。 

 

 平成 21 年に弱毒性の豚由来の新型インフルエンザ（A/H1N1）が流行したが、感染

力が強く致死率が非常に高くなることを想定している強毒性の鳥由来の新型インフル

エンザが大流行する可能性は依然として存在する。本調査は社会的影響の格段に大き

い強毒性の新型インフルエンザを念頭においたものである。 

 

本調査は、国立感染症研究所及び警察政策研究センターの協力を得て、都市鉄道の

混雑度の抑制により新型インフルエンザの感染を相当程度抑える対策の実現可能性と

効果を検証することを目的としたものである。 

 

実際に本調査では、既存統計を用いて鉄道の旅客流動量を把握し、車両実験を行っ

て検証した車両タイプ別の抑制乗車人数を用いて、路線別区間別時間帯別に抑制輸送

人員を算定した。また、輸送人員抑制策が感染拡大抑制にどれ程効果があるのかを検

証するとともに、その時の通勤流動、昼間人口等を推計した。 

 

さらに、この結果をもとに、このような抑制された輸送に対して、企業が自主通勤

計画を策定することができるか等についてアンケート調査を実施し、輸送人員抑制策

が実現できるのかを検証することができた。 

 

本調査の実施に当たっては、アドバイザーとして長谷川雅行氏（(社)日本経済団体

連合会）、岡山英弘氏（日本商工会議所）、上田裕子氏、小堺浩氏（以上、東京商工

会議所）、山本雅司氏（(株)損保ジャパン・リスクマネジメント）、北澤一保氏（(株)

あいおいリスクコンサルティング）、矢代晴実氏（東京海上日動リスクコンサルティ

ング(株)）、林智也氏（東日本旅客鉄道(株)）、関根昌裕氏（東京地下鉄(株)）、室

星健氏（東京都交通局）、杉山武司氏（京浜急行電鉄(株)）、宇賀神博氏（東武鉄道(株)）

及び福村直登氏（(財)鉄道総合技術研究所）、またオブザーバーとして伊藤善典氏（内

閣官房副長官補付）、難波吉雄氏（厚生労働省健康局）、齋藤實氏（東京都総務局）、

小林圭治氏（日本民営鉄道協会）、船戸裕司氏（(社)日本バス協会）及び吉村幸治氏

（(社)全国乗用自動車連合会）にご協力をいただいた。ここに記して感謝の意を表し

たい。 

 



 

  

本調査の結果が新型インフルエンザ対策において、広く社会的に議論することに役

立ち、政策的な議論を深めるための一助として活用されることとなれば幸いである。 
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通勤時の新型インフルエンザ対策に関する調査研究（首都圏）（概要） 

 
 

これまで、「新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関する関係省庁対策会議」

などの公的機関により「新型インフルエンザ対策ガイドライン」等の整備が行われ、

具体的な対策も着実に進捗している。しかしながら、混雑により感染拡大を助長す

るおそれの大きい通勤電車等での人員輸送のあり方に関しては、重要な課題の一つ

と指摘されているものの議論が十分に整理されていない。 

 「新型インフルエンザ対策行動計画」における対策の基本方針としては、以下の 2

点を主たる目的として掲げている。 

１． 感染拡大を可能な限り抑制し、健康被害を最小限にとどめる 

２． 社会・経済を破綻に至らせない 

これら 2 点の要請は、まさに、高度に発達した都市鉄道ネットワークの利便性に

支えられて都市機能が集積している大都市において、通勤鉄道の混雑を一時的にで

も大幅に緩和するという非常に難しい問題への賢明な対処の必要性を示すものであ

る。このため、本調査研究に着手したが、危機管理の観点からは、危機が現実化す

るときの損害が最も大きい場合を具体的に想定して議論しておくことが、いざとい

うときに社会的パニックを回避する対策の策定につながるものであると考え、本調

査研究では、社会的影響の格段に大きい強毒性の新型インフルエンザを念頭におい

て、我が国で最も社会経済機能が集中し、人口密度が高い東京都心部を対象エリア

とした。 

 新型インフルエンザ対策については、社会システムを緊急・臨時的に大きく変え

ることが必要になるものと考えられるので、議論の収斂は相当難しいが、本調査で

示した推計または予測の数値が、今後、広く社会的に議論することに役立ち、実効

性のある対策の樹立につながるものと期待して、本調査を行った。 

 

 

 
 

◎路線別・区間別・時間帯別の輸送人員と抑制輸送人員との比を算出 

◎インターネットアンケート調査も踏まえて、首都圏への流入・流出人口、昼夜間人口を予測 

◎担当行政機関、交通事業者、経済関係団体等に結果を提示 

社会全体として不要不急の外出自粛や 

企業等の事業活動の絞込と自主的な通勤対策 

都市経済活動の縮小に 

対応した企業活動 
自主的な通勤対策 

高度な都市鉄道ネットワークに支えられた首都圏 

の鉄道輸送をどうするか？ 

抑制輸送力で輸送 

飛沫感染防止のため、各乗客間に１～２ｍの間隔を確保 

企業等の対策策定に役立つデータの提供を目的とする調査 

感染拡大を抑止しつつ最低限の 

社会経済活動を維持していくことが必要

新型インフルエンザの発生 

 

趣旨 
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１．調査の趣旨 

 

新型インフルエンザ対策については、「新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに

関する関係省庁対策会議」などの場で「新型インフルエンザ対策ガイドライン」等の整

備が行われ、具体的な対策も着実に進捗している。しかしながら、混雑により感染拡大

を助長するおそれの大きい通勤電車等での人員輸送のあり方に関しては、重要な課題の

一つと指摘されているものの議論が十分になされていない。 

「新型インフルエンザ対策行動計画」には、対策の基本方針として以下の 2 点が掲げ

られている。 

① 感染拡大を可能な限り抑制し、健康被害を最小限にとどめる 

② 社会・経済を破綻に至らせない 

これら 2 点の要請は、まさに、高度に発達した都市鉄道ネットワークの利便性に支え

られて都市機能が集積している大都市において、鉄道の混雑度を一時的にでも大幅に緩

和するという非常に難しい問題への賢明な対処の必要性を示すものである。 

本調査においては、鉄道の抑制輸送力を算出する際に、感染拡大を防止すべく、乗客

相互の間隔を 1m または 2m 空けて輸送することを想定した。 
調査手順としては、まず既存統計を用いて鉄道の現状輸送人員を把握し、次に車両

実験を行って検証した車両タイプ別の抑制乗車人数を用いて、路線別区間別時間帯別に

抑制輸送力を算定した。また、鉄道車両内での感染防止が全体の抑制にどれ程効果があ

るのかを検証するために国立感染症研究所にシミュレーションを依頼した。 
次に、事業者アンケートを実施し、新型インフルエンザ対応の事業継続計画（BCP）

策定状況を把握するとともに、算定した路線別区間別時間帯別の抑制輸送力をもとに、

企業が自主通勤計画を策定することができるか等について調査を実施した。 
新型インフルエンザ対策については、社会システムを緊急・臨時的に大きく変える

ことが必要になるものと考えられるので、議論の収斂は相当難しいが、本調査で示した

推計または予測の数値が、今後、広く社会的に議論することに役立ち、実効性のある対

策の樹立につながることを期待するものである。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

≪調査体制≫ 

 

調査協力機関 

  国立感染症研究所感染症情報センター、警察政策研究センター 

 

アドバイザー 

   日本経済団体連合会、東京商工会議所、リスクマネジメントコンサルティング会社

交通事業者、（財）鉄道総合技術研究所等 

 

オブザーバー 

   国（内閣官房、厚生労働省、国土交通省（参事官（危機管理担当）、鉄道局）、 

  関係自治体（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、横浜市、川崎市、さいたま市、 

千葉市の 8 都県市の代表）等 
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２．調査研究フロー 

 
アウトプットの算出フローを以下に示す。 

 
図表-１ 研究アウトプット算出フロー 

 

 
 
 
 
 

路線別区間別時間帯別通勤流動

の実態把握 

首都圏の鉄道利用者の流動実態把握

乗客の間隔を１～２ｍ確保した場合の
抑制輸送力・抑制輸送人員について

 
抑制輸送力の机上検討 

車両実験による検討 

路線別区間別時間帯別縮減率の設定

縮減率=抑制輸送力／現状輸送人員

パンデミック時の通勤状況等の把握 
（インターネットアンケート調査） 

夜間人口の変化を把握 

都心部昼間人口の変化を把握 

鉄道から他モードへの転換を把握 

鉄道から他モードへ

の転換率 

①夜間人口の変化 

②都心部への鉄道通勤者の推計 

③昼間人口の変化（都心部の通勤者） 

鉄道車両内での感染防止効果を

シミュレーションにより検証 

検証

・ パーソントリップ（PT）データ 

・ 大都市交通センサス 

パンデミック時の通勤流動の推計 

対策効果検証シミュレーション 
（感染研） 

 事業継続計画（BCP）の策定状況、抑制輸送力に対して企業が自主通勤計画 
を策定できるか等についてアンケート調査を実施 

パンデミック時疎開率 

パンデミック時出勤率 

パンデミック時交通機関転換率 

出勤率 

疎開率 

課題を整理 
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３．調査結果 

 
（１）首都圏の鉄道利用者の流動実態 

① 把握方法 

首都圏への鉄道利用者の通勤・通学流動が路線別に把握されている国土交通省「平

成 17 年大都市交通センサス首都圏報告書」と鉄道利用者の全体像（全目的の利用者）

を把握するために、通勤・通学以外のその他の目的（業務、私事、帰宅目的）も把握

されている東京都市圏交通計画協議会「平成 10 年東京都市圏ＰＴ調査報告書」を利

用した。 
 

② 結果 

・ 路線別区間別時間帯別に鉄道利用者の流動実態を整理した。 
例：東海道線上り方面の 8 時台の輸送人員 

0.0
5,000.0

10,000.0
15,000.0
20,000.0
25,000.0
30,000.0

- - - - - - - - - - 湯
河

早
川

国
府

平
塚

藤
沢

横
浜

新
橋

（
人

/
日

・
片

道
）

通勤 通学

業務・私事 輸送力

輸送力（パンデミック時）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

真
鶴

根
府
川

早
川

小
田
原

鴨
宮

国
府
津

二
宮

大
磯

平
塚

茅

ヶ
崎

辻
堂

藤
沢

大
船

戸
塚

横
浜

川
崎

品
川

新
橋

東
京

（人
/
日

・
片

道
）

通勤 通学 業務・私事 輸送力（定員）

8時台

0.0
5,000.0

10,000.0
15,000.0
20,000.0
25,000.0
30,000.0

- - - - - - - - - - 湯
河

早
川

国
府

平
塚

藤
沢

横
浜

新
橋

（
人

/
日

・
片

道
）

通勤 通学

業務・私事 輸送力

輸送力（パンデミック時）

0.0
5,000.0

10,000.0
15,000.0
20,000.0
25,000.0
30,000.0

- - - - - - - - - - 湯
河

早
川

国
府

平
塚

藤
沢

横
浜

新
橋

（
人

/
日

・
片

道
）

通勤 通学

業務・私事 輸送力

輸送力（パンデミック時）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

真
鶴

根
府
川

早
川

小
田
原

鴨
宮

国
府
津

二
宮

大
磯

平
塚

茅

ヶ
崎

辻
堂

藤
沢

大
船

戸
塚

横
浜

川
崎

品
川

新
橋

東
京

（人
/
日

・
片

道
）

通勤 通学 業務・私事 輸送力（定員）

8時台

 

 
（２）抑制輸送人員の考え方 

インフルエンザウィルスの感染経路には、人の咳やくしゃみ等による「飛沫感染」が

あり、飛沫の到達距離は空気中で 1～2m とされ、「対人距離を保持すること」が個人や

事業者が実施できる最も重要な対策とされている（「新型インフルエンザ対策ガイドラ

イン（平成 21 年 2 月）」）。 
新型インフルエンザの感染拡大を抑制するため、列車内で乗客相互の間隔を保って乗

車、着席することとすると、通常時の輸送人員が抑制される。本調査では、車内で各乗

客の間隔を 1～2m 保持した場合の抑制輸送力を、机上及び車両実験の結果を踏まえて

積算した。 
抑制輸送人員の算出は、次の 2 段階の過程を踏んで計算した。 
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① 区間別・時間帯別に抑制輸送力を算出 

 

図表-2 路線のある区間での時間帯別縮減率のイメージ 

時

６ ７ ８ ９           10           11          12          13

抑制輸送力

通常時の輸送人員
（通勤者）

 
② 抑制輸送力を超える時間帯について、時差通勤を考慮して輸送できる人員を計算 

 

図表-3 路線のある区間での時差通勤へのシフトのイメージ 
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（３）車両実験による検証 

① 趣旨 

新型インフルエンザ大流行時の首都圏の鉄道輸送において、乗客相互の間隔を空け

た乗車を行うことを想定し、車両内の人数、配置をまず図面において設定した。 
本実験は、実車両を用いて実際の乗降を行うことにより、図面上の設定を現実に適

用する際の状況を確認するため、乗客間の距離、乗車・降車の分かりやすさに関する

実測データを取得した。 
 

② 実験の様子 

（乗客相互 1m 間隔）             （乗客相互 2m 間隔） 

  
 

③ 結果 

・ 乗降時、厳密に 1m、2m の間隔を保つのは難しい。 
・ 行動ルールの「1 つおき着席」は、乗客が理解しやすく、乗客相互の間隔はほぼ

1m を確保できる。しかし、最初に着席した人の位置によっては、後の人がとま

どう場面もある。 
・ 行動ルールを円滑に実行するためには、適切な分かりやすい説明が必要。 
・ 車両内では、乗客同士の譲り合い・思いやりが必要。 

 
④ 車両実験を踏まえた行動ルール （抑制輸送力算出の前提条件の設定） 

車両実験の結果、事前に検討した行動ルールについては、1 車両当たりの乗客数に

変更はなかったが、各乗客の間隔を 2m にした場合は、座りやすくするため、乗客位

置をシートの端からの着席に変更した。また、乗降時間については、運行本数は通常

時と同様と想定することとした。 
 

1m 間隔     20m 車両 1 車両当たり：40 人   18m 車両 1 車両当たり：34 人 
2m 間隔     20m 車両 1 車両当たり：18 人   18m 車両１車両当たり：18 人  
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（４）インターネットアンケート調査結果 

① 趣旨 

新型インフルエンザの大流行時（パンデミック）の通勤流動を推計するに当たり、

東京都心に通勤している人がどのような行動をとるか等、その意識・行動を把握する

ためにインターネットアンケート調査を実施した。 
 

図表-4 インターネットアンケート調査概要 

 
 
 
 
 
 
 
② 結果 

・ 「新型インフルエンザ」及び「新型インフルエンザ・パンデミック時の状況」に

ついて、それぞれ 67%、59%の人が認知しており、そのうち、概ね 6 割の人が「テ

レビの報道」から認知したと回答した。 
・ 新型インフルエンザ・パンデミック時に「一時的に移動・転居させる」とした人

の割合は 13%であった。内訳は、都心への通勤者本人が「一時的に移動・転居す

る」との回答が 3%、家族を「一時的に移動・転居させる」とした人が 10%であ

伝達の有効な手段 

 
平成 21 年 1 月 30 日～2 月 10 日 

 
2,651 サンプル 

 

首都圏居住の就業者で 
勤務先が山手線内にある人 

（首都圏：PT 調査の対象範囲） 

調 査 項 目 

問 1～8. 個人属性 

把 握 項 目 

個人属性の把握 

新型インフルエンザについての認知度 

問 10. 世帯について（全員が対象） 夜間人口の把握 

問 9. 新型インフルエンザ・パンデミック 
の認知度について 

通勤していない人 通勤している人 

問 11. 通勤について 

問 12. テレワークについて テレワークの導入状況 

問 13. パンデミック時の出勤について 
パンデミック時の出勤率 

問 15. パンデミック時の行動について 

調査対象者 調査規模 調査期間 

通勤していない人の行動 

ルールの必要性 

ルール伝達の有効な手段 

パンデミック時の鉄道からの転換率 

問 14. 電車利用時のルールについて 
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った。 
・ 新型インフルエンザ・パンデミック時に「出勤する」と回答した人は 75%、「出

勤しない」と回答した人は 25%であった。 
・ テレワークが導入されている事業者の従業員は、「出勤しない」と回答した人が

44%、テレワークが導入されていない事業者の従業員は、「出勤しない」と回答し

た人が 23%である。 
・ 現在通勤している人のうち、主要な通勤手段を「鉄道」と回答した人が 90%であ

り、そのうちの 6%が新型インフルエンザ・パンデミック時に鉄道以外の交通機関

に交通手段を変えると回答した。 
・ 鉄道利用時の行動ルールが必要と回答した人は 88%であった。その内訳は、30%

の人が「社会全体がルールに従って行動できると思う」と回答し、他は「ルール

は必要としても不安が残る」としている。 
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（５）通勤流動の推計 

① 方面別通勤流動の推計 

対象エリア（山手線内エリア）への鉄道を利用した通勤流動について、インターネ

ットアンケート調査結果及び抑制輸送力から推計した。 
大都市交通センサス（平成 17 年）によると、山手線内エリアへの通勤流動は 1 日

300 万人となっている。 
インターネットアンケート調査により把握した通勤者の一時的な移動・転居、出勤

に関する意向をもとにパンデミック時の通勤流動を計算したところ、山手線内エリア

への通勤流動は 197 万人となった。一方、路線別区間別時間帯別縮減率を用い、路線

別に最大縮減区間の縮減率を適用して抑制輸送力を算定し、抑制輸送力で輸送可能な

山手線内への流入を算出したところ、山手線内への通勤流動は 96 万人となった。 
 

図表-5 パンデミック時の鉄道を利用した通勤流動の推計（方面別） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

→２８万人 

その他：３６万人→２４万人

          →１５万人

東北線、常磐線方面 

１０１万人→６６万人 

東海道線、京浜東北線方面 

中央本線方面 

７８万人→５１万人 

総武線方面 

３４万人→２２万人 

【対象エリア】 山手線内エリア

流入者 

３００万人 

１９７万人 

９６万人 

５２万人→３４万人 

→１７万人 

→１２万人 

       →２４万人 

（通常時） 

（通勤者の意識
：ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱﾝｹｰﾄ調査結果による推計） 

（通勤者を抑制輸送人員とした場合：１m 間隔） 

【凡例】 

（通常時）→（通勤者の意識 

：ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱﾝｹｰﾄ調査結果による推計） 
→（通勤者を抑制輸送人員とした場合 

：１m 間隔） 

路線・方面名 

中央線方面 

総武線方面 

東海道線、京浜東北線方面 

東北線、常磐線方面 

パンデミック時の鉄道を利用した通勤流動 （通勤者の意識：インターネットアンケート調査結果による推計） 

＝ 現状の鉄道を利用した通勤流動×（１－移動・転居率）× 出勤率 ×（１－他モードへの転換率） 
パンデミック時の鉄道を利用した通勤流動 （通勤者を抑制輸送人員とした場合） 

＝ 現状の鉄道を利用した通勤流動 × 縮減率    注）縮減率＝抑制輸送力／通常時の輸送人員 

                                                      この推計は時差通勤も前提にしたものである。   
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② 通勤流動の推計（全体） 

パンデミック時の都心への通勤者は、インターネットアンケート調査結果から通常

時の 66%に減少すると推計される。一方、抑制輸送人員は、1m 間隔の場合に現状輸

送人員の 32%、2m 間隔の場合に 18%となる。 
また、「新型インフルエンザ対策ガイドライン」の「事業者・職場における新型イン

フルエンザ対策ガイドライン」では、最大 40%程度の欠勤率が想定されている。鉄道

会社の職員が 40%程度欠勤し、輸送力が半減すると仮定すると、上記都心への輸送力

もさらに半減することとなり、1m 間隔の場合に現状輸送人員の 16%、2m 間隔の場

合には 9%となる。 
 

図表-6 パンデミック時の鉄道を利用した通勤流動の推計（全体） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

注）この推計には時差通勤による分散も織り込んでいる。 

 
 
 
 
 
 

通常時山手線内通勤者 

３００万人

１９７万人

（現在の６６％に減少）

９６万人

（現在の３２％に減少）

パンデミック時

通勤者の意識
（インターネットアンケート調査結果による推計）

（１ｍ間隔）

現 在 

５３万人
（現在の１８％に減少）

４８万人

（現在の１６％に減少）

通勤者を抑制輸送人員とした場合

（１ｍ間隔） 

２７万人 
（現在の９％に減少） 

パンデミック時 
鉄道会社の職員が 

４割欠勤した場合 

【輸送力半減と仮定】

 

通勤者を抑制輸送人員とした場合

（２ｍ間隔）

通勤者を抑制輸送人員とした場合

（２ｍ間隔） 

＞

通勤者を抑制輸送人員とした場合
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③ パンデミック時の昼間人口の推計 

山手線にかかる区（千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、品川区、

目黒区、渋谷区、豊島区、北区、荒川区）のパンデミック時の昼間人口を推計した。 
通常時 601 万人の昼間人口が、パンデミック時には 1m 間隔の場合に 284 万人と現

在の 47%となり、2m 間隔の場合に 237 万人と現在の 39%となる。 
さらに、鉄道会社の職員が約 4 割欠勤する場合には、1m 間隔の場合に 230 万人と

現在の 38%となり、2m 間隔の場合に 207 万人と現在の 34%となる。 
 

図表-7 パンデミック時の昼間人口の推計 

 

 

現状の運行体制を前提とした場合 

２ｍ間隔 

237 万人（152 万人） 

１ｍ間隔 

284 万人（199 万人） 

現状 

601 万人（437 万人） 

通勤者の意識 

438 万人（353 万人） 

※（）内は従業者数 

鉄道会社の職員が 

４割欠勤した場合 

（輸送力半減と仮定） 

２ｍ間隔 

207 万人（121 万人） 

１ｍ間隔 

230 万人（145 万人） 

現状 

601 万人（437 万人） 

通勤者の意識 

438 万人（353 万人） 

※（）内は従業者数 

注１）この通勤流動の推計は時差通勤も前提にしたものである。

注２）山手線にかかる区（千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、品川区、目黒区、

渋谷区、豊島区、北区、荒川区）における人口推計である。 
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（６）鉄道輸送人員抑制による新型インフルエンザ感染拡大抑制効果評価 

シミュレーション 

このシミュレーションは、鉄道における抑制輸送の効果を評価するため、国立感染症研

究所が本調査の一環として協働して実施したものである 

 

①シミュレーションのシナリオ 

外国での感染したケースを例にとり、その後の経過を以下のとおり想定した。 

 

第 1 日 初発例が外国で感染 

第 3 日 帰国、帰宅後（八王子）感染性を持つ 

第 4 日 出社（丸の内）、発症 

第 5 日 国際医療センターに受診、東京都健康安全研究センターで検査診断 

第 6 日 公表 

第７日 対策実施  （第 14 日からの対策実施についても検討） 
 
②シミュレーションの条件設定 

・感染拡大防止対策 

①学校の休校、②患者家族の自宅隔離・予防投薬実施を実施することとして、③鉄道

輸送人員の抑制については乗車率の条件を変更して実施した。 

これら 3 つの対策については、初発例の感染 7 日目あるいは 14 日目から開始する 2

ケースを想定した。 

・感染の条件 

鉄道輸送において「対策あり」の場合は電車内での感染はないと仮定した。 

また、家庭や職場などその他の場所においては、東京都市圏パーソントリップ調査（平

成 11 年）のデータに感染確率を当てはめて実施した。 

・鉄道輸送人員の抑制 

輸送定員に対する抑制乗車人員の比率（乗車率）を、30%、20%及び 10%の 3 パター

ンとした。 
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③シミュレーションの結果 

次の 5 ケースについてシミュレーションを行った結果、いずれのケースにおいても、電

車内での感染がないものとすれば、感染拡大は大きく抑制されることが明らかとなった。 

 
図表-8 鉄道輸送人員抑制時の有病率 

 
 

 
 
 
 

ｹｰｽ

鉄道輸送の
対策

③

あり＋

乗車率30％

あり＋

乗車率10％

あり＋

乗車率20％

なし

対策
開始日

ピーク時
有病率(％)

ピーク

① － 20.9261 24日目

② 7日目 0.8181 30日目

14日目 5.4677 17日目

④ 7日目 0.3350 31日目

⑤ 7日目 1.6797 29日目

ｹｰｽ

鉄道輸送の
対策

③

あり＋

乗車率30％

あり＋

乗車率10％

あり＋

乗車率20％

なし

対策
開始日

ピーク時
有病率(％)

ピーク

① － 20.9261 24日目

② 7日目 0.8181 30日目

14日目 5.4677 17日目

④ 7日目 0.3350 31日目

⑤ 7日目 1.6797 29日目

5

10

15

20

25

0
20 40 60

青 ： ①鉄道輸送の対策なし

＜鉄道輸送の対策あり＞
緑 ： ②乗車率20%（ 7日目から）
赤 ： ③乗車率20%（14日目から）
水色： ④乗車率10%（ 7日目から）
紫 ： ⑤乗車率30%（ 7日目から）

初発例感染後の日数

有
病
率
（％
）
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青 ： ①鉄道輸送の対策なし

＜鉄道輸送の対策あり＞
緑 ： ②乗車率20%（ 7日目から）
赤 ： ③乗車率20%（14日目から）
水色： ④乗車率10%（ 7日目から）
紫 ： ⑤乗車率30%（ 7日目から）

初発例感染後の日数

有
病
率
（％
）

0
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（７）事業者アンケート調査結果 

① 調査概要 

    新型インフルエンザの大流行時（パンデミック）に事業者が事業の継続についてどの

ように対処しようとしているのかを把握し、これをもとに鉄道による通勤者数が現状に

対してどの程度の割合となるかを推計するために、事業者アンケートを実施した。 

平成 21 年に弱毒性の豚由来の新型インフルエンザ（A/H1N1）が流行したが、感染

力が強く致死率が非常に高くなることを想定している強毒性の鳥由来の新型インフル

エンザが大流行する可能性は依然として存在する。本調査は、社会的影響の格段に大き

い強毒性の新型インフルエンザを念頭においたものである。（注） 

東京商工会議所にご協力いただき、JR 山手線内の 5,000 事業者に調査票を配布し、

1,312 事業者から回答を得た（回収率 26%）。 

なお、参考とする路線別区間別時間帯別縮減率は、国土交通省国土交通政策研究所ホ

ームページ（http://www.mlit.go.jp/pri/adobaizari/index.html）「新型インフルエンザ・

パンデミック対策としての都市交通輸送人員抑制策の有効性の検討及び実施シミュレ

ーションに関する調査研究」の第 2 回アドバイザー会議（平成 21 年 4 月 13 日）参考

資料に掲載している。 

 

（注）調査票の配布・回収を平成 21 年 4～5 月に行っているため、強毒性の新型インフル

エンザを想定した回答になっているものと考えられる。 

 

② 結果 

・BCP（事業継続計画）等策定の有無 

新型インフルエンザの大流行に備えた BCP（事業継続計画）やガイドライン等を

策定している事業者は 7%、今後策定予定の事業者は 26%であった。これを従業員数

ベースでみると、BCP 等を策定している事業者で働く従業員数は全体の 47%、今後

策定予定の事業者で働く従業員数は 28%であった。 

従業員数の多い事業者ほど、BCP（事業継続計画）等を策定している割合が高い。 

・事業規模の縮小 

パンデミック時の事業規模の縮小については、BCP 等を策定している事業者の中

では 1 割に縮小するとの回答が 24%と最も多く、5 割に縮小が 13%、3 割に縮小が

12%であった。今後策定予定の事業者では、5 割に縮小するとの回答が 20%で最も多

かった。 

・事業規模の縮小期間 

BCP 等を策定している事業者の 20%が 1 ヶ月、47%が 2 ヶ月の事業縮小を想定し

ている。今後策定予定の事業者も 33%が 1 ヶ月、38%が 2 ヶ月の期間を想定してい

る。 
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・従業者数の縮小 

従業者数については、概ね事業規模の縮小割合に応じて絞り込むとしている。BCP
等を策定している事業者における従業者の縮小規模は、平均 34%という結果になっ

ている。 

・事業所毎通勤計画 

当研究所が算出した鉄道の路線別区間別時間帯別の抑制輸送力を用いて「事業所毎

通勤計画」を作成することについては、「作ることができる」と回答した事業者が 20%、

「目安として活用する」との回答が 60%であった。 
・事業継続可能性 

通勤可能な人数が現在の 3 割になると仮定した場合、事業を「継続できる」と回答

した事業者は 27%、「継続できない」との回答が 26%、「継続できるかどうかわから

ない」が 46%であった。 

  通勤可能な人数が現在の 1 割になると仮定した場合、事業を「継続できる」と回答

した事業者は 12%、「継続できない」が 53%、「継続できるかどうかわからない」と

の回答が 32%であった。 

・要望 

新型インフルエンザ対策に関する要望等についての自由記述では、「国・行政の対

策、指導」（155 社）、「医療品、医療体制」（137 社）、「正確な情報の提供」（118 社）

を求める意見が多かった。 
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４．まとめ 

 
（１） 通勤従業者数の推計 

BCP 等において事業の縮小を定めている事業者が、パンデミック時に上記アンケー

ト調査結果のとおりに出社人数を絞り込むと仮定して、その他の事業者（従業者数の

縮小を定めていない事業者）の対応を 3 つの想定に分け、通勤者数の現状に対する割

合を推計すると、 

 

<ｹｰｽ 1> 事業の縮小を定めていない事業者が、出社人数の絞り込みを全く行わない場

合（全員出勤させる）             現状の 67% 

<ｹｰｽ 2> 事業の縮小を定めていない事業者が、従業員数の 75%（当研究所が山手線内

に勤務先がある人を対象に行ったアンケート調査において、出勤すると回答

した割合）を出社させると仮定した場合 現状の 52% 

<ｹｰｽ 3> 事業の縮小を定めていない事業者が、定めている事業者と同様の割合（34%）

で出社人数の絞り込みを行うと仮定した場合  現状の 34% 

 

（２） 抑制輸送人員の推計    

電車内での感染を防止することが感染拡大を大きく抑制する効果があることは、国

立感染症研究所のシミュレーションによっても明らかにされている。 

一方、鳥由来新型インフルエンザ（A/H5N1）等のいわゆる「強毒性」の新型インフ

ルエンザの感染を通勤時（注）に防止するために鉄道車両内で乗客相互の間隔を 1m 確

保すると、現状の通勤輸送実績に対する抑制輸送人員の割合は 32%となり、鉄道事業

者の従業員の 4 割が欠勤することにより運行本数が半減すると、16%になる。 

鉄道車両内で乗客相互の間隔を 2m 確保すると、現状の通勤輸送実績に対する抑制

郵送人員の割合は 18%となり、鉄道事業者の従業員の 4 割が欠勤することにより運行

本数が半減すると、9%になる。 

（注）不要不急の外出自粛、学校の休校を想定しており、本調査では通勤者のみを対象と

している。 
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（３） 考察 

鳥由来新型インフルエンザ（A/H5N1）等の「強毒性」の新型インフルエンザの大

流行を想定した場合、上述「（１）及び（２）推計」によれば、アンケート調査結果

から推計される通勤従業者数と乗客相互の間隔を保持した場合に計算される抑制輸

送人員との間に大きな差が生じる試算結果となっている。 

いわゆる「強毒性」の新型インフルエンザの感染拡大防止のためには、「住民に対

し、可能な限り外出を控えるよう要請」「学校、通所施設等の設置者に対する臨時休

業及び入学試験の延期の要請」「事業者に対し、不要不急の業務を縮小するよう要請」

すること等が必要であり、このことは新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザ等に

関する関係省庁対策会議「新型インフルエンザ対策行動計画（平成 21 年 2 月改定）」

にも盛り込まれている。その一方で、鉄道事業者を含む公共交通機関の側が乗車制限

を行うことは困難である。 

以上を踏まえると、都心部における社会活動の種々の場面でいわゆる「強毒性」の

新型インフルエンザの感染を防止するためには、社会全体の取り組みとして、社会・

経済を破綻に至らしめない範囲で通勤総需要を含めた社会活動の縮小を覚悟せざる

を得ない。 

このため、具体的には事業者による事業規模の縮小、在宅勤務（テレワーク等）、

時間帯を大幅に広げた時差通勤、一時的なシフト制勤務の実施等を含む、いわゆる「強

毒性」新型インフルエンザを想定した BCP の策定を社会全体で進めるべきである。 

新型インフルエンザ対応の BCP 等を未策定の事業者においては、できるだけ多く

の事業者が事業規模の縮小を含めた計画作りを進めるべきであるし、既に策定してい

る事業者においても、BCP の有用性を検証して必要な場合には見直しを行うべきで

ある。 

このような事業者としての取り組みや鉄道事業者の輸送力の確保等に向けた取り

組みとともに、発症が疑われる場合には自宅に留まるという個々人の対処とそれを容

認する事業者の姿勢、社会の理解が重要であろう。 
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首都圏の鉄道利用者の流動実態把握 

 

 

（１）趣旨 

首都圏への鉄道利用者の流動実態を把握した。 
対象エリアは山手線内エリアとする（図表-1.2 参照）。 
 

（２）把握方法 

首都圏への鉄道利用者の通勤・通学流動が路線別に把握されている「大都市交通センサ

ス」を用いた。また、鉄道利用者の全体像（全目的の利用者）を把握するために、通勤・

通学以外のその他の目的（業務、私事、帰宅目的）が把握されている「PT 調査」を活用し

て把握した。 
図表-1.0 鉄道利用者の流動実態の把握方法 

 

 
（３）結果 

・ 路線別時間帯別区間別に鉄道利用者の流動量実態を整理した。 

・ 首都圏の通勤流動は、7～10 時台が多く、ピークは 8 時台、9 時台である。 

 
・例：東海道線上り方面の 8 時台の輸送人員 

8時台
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（１） 流動把握方法の検討 

 

対象エリア（山手線内エリア）への鉄道を利用した流動実態について、統計データを用

い、路線別区間別時間帯別に把握する。 
 

① 各統計データの特徴 

交通流動を扱う主要な統計データには、「大都市交通センサス」、「PT 調査」及び「国

勢調査」があり、各統計データは図表-1.1に示す特徴を持っている。 
 

図表-1.1 各統計データの特徴 

統計調査 実施年 

把握している

交通行動（目

的） 

メリット デメリット 

大都市交通

センサス 

5 年に一度実施 

最新年：H17 年 

通勤 

通学 

（帰宅） 

通勤、通学及びそ

の帰宅について、

路線別、時間帯別

に把握できる。 

業務及び私事につ

いて、通勤者の二次

トリップ（例：帰宅

に付随する私事ト

リップ）しか把握で

きない。 

PT 調査 
10 年に一度実施 

最新年：H10 年 

通勤 

通学 

業務 

私事 

（帰宅） 

全目的について、

交通機関別、時間

帯別に把握でき

る。 

鉄道利用者の利用

経路（利用路線）が

把握できない。 

国勢調査 
10 年に一度実施※ 

最新年：H12 年 

通勤 

通学 

通勤及び通学につ

いて、交通機関別

に把握できる。 

鉄道利用者の利用

経路（利用路線）が

把握できない。 

通勤及び通学以外

について把握でき

ない。 

※国勢調査は 5 年に一度実施されるが、通勤及び通学についての把握は 10 年に一度実施される。 
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図表-1.2 対象エリア 
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② 把握方法の設定 

各統計データの特徴を踏まえ、「大都市交通センサス」及び「PT 調査」の原データ※

を用い、鉄道利用者の流動を以下の手順で整理する。 
※「大都市交通センサス」では「マスターデータファイル」の「.平成 17 年鉄道定期券・普通券等利用

者調査（トリップ分解後）」を、「PT 調査」では「トリップデータ」を使用する。 

 

（i） 「大都市交通センサス」のデータを用い、鉄道利用者の都心方面への通勤、通学

流動（都心方面からの流出流動に対しては帰宅流動）を路線別区間別時間帯別に

整理。（1-5 ページ参照） 
 

（ii） 業務及び私事を含む全目的についての流動を把握するため、全目的についての流

動を把握している「PT 調査」のデータを用い、通勤、通学流動（都心方面からの

流出流動に対しては、帰宅流動）と、全目的についての流動との比率（時間帯別

拡大係数）を推計。 
 

（iii） (ii)で推計した時間帯別拡大係数を用い、鉄道利用者の路線別区間別時間帯別の全

目的についての流動を推計。 
 
 

 

(ⅲ) 路線別時間帯別流動  

＝ (ⅰ) 路線別時間帯別通勤・通学流動 × (ⅱ) 時間帯別拡大係数 

（大都市交通センサス） （PT 調査から推計） 

 
なお、「時間帯別拡大係数 ＝ 時間帯別全目的流動 ／ 時間帯別通勤・通学流動」と

する。 

 

注１） 時間帯別拡大係数は全路線について、首都圏全体の数値を共通して用いた。（1-5 ペ

ージ参照） 

注２） 都心方面からの流出流動については、上記の「通勤・通学流動」の代わりに通勤及び

通学に対応する「帰宅流動」を用い、推計した。 
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（参考）路線別時間帯別の通勤・通学流動について 

大都市交通センサスの原データから、路線別時間帯別の通勤・通学流動を以下の手順で

集計する。 
 

① 移動目的が通勤・通学目的のトリップを抽出する。 

 

 
 

② 抽出されたトリップについて、利用駅間の所要時間を時刻表から把握し、通過駅の乗

降時分を設定する。 

 

 

 
③ トリップを路線別に分解する。 

＜例 1：ｃ路線のみが対象路線の場合＞ 
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＜例 2：ｂ、ｃ路線が対象路線の場合＞ 
 

  
 

④ 路線別に分解されたトリップについて、基準ターミナル着時間による時間帯を設定す

る。 

時間帯の設定は、「基準ターミナル」（本資料(2)②で設定）の着時間で設定する。降車駅が基準ターミ

ナルであればその着時間を取る。降車駅が基準ターミナルでない場合は、降車駅から基準ターミナルま

での所要時間を追加し、利用列車の基準ターミナル着時間を想定する。 

 

Ｂ駅 Ｃ駅

b路線

駅間所要時間：４０分

８：２０ ９：００

降車駅が基準ターミナルでない場合の時間帯の設定

E駅

駅間所要時間：１５分

９：１５
 

 
⑤ 原データの全トリップに①～④を行い、トリップの拡大率（K）を足し込んで、対象と

なる路線の駅間断面需要を時間帯別に集計する。 

 

B 駅 A 駅 C 駅 D 駅 E 駅 拡大率

各トリップ 

K1 

K2 

K3 

K4 

××時台

××時台の 

AB 駅間の需要 

××時台の 

BC 駅間の需要

××時台の 

CD 駅間の需要

××時台の 

DE 駅間の需要 

基準ターミナル 

9 時台と想定
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（参考）時間帯別拡大係数について 

PT 調査では鉄道利用者の利用経路（利用路線）を把握することができないため、沿線に

居住する鉄道利用者のサンプルを路線別に抽出し、当該路線利用者としてみなした。 
東海道線を例に、東海道線沿線居住者のサンプルと首都圏全体のサンプルについて、時

間帯別拡大係数を比較した。その結果、8 時台が通勤・通学の割合が高く、7 時台から 9 時

台は通勤・通学が 9 割、10 時台は 7 割程度、11 時台以降は通勤・通学が 5 割以下という

共通の傾向を示した。 

 
図表-1.3 着時間別目的構成（首都圏全体・都心方面への流動） 

（首都圏全体） 

流入 ① ② ①＋② ②／①
①／（①
＋②）

流入

通勤 通学 業務 帰宅 私事 合計
通勤・通
学

業務・帰
宅・私事

合計 比率 シェア

午前 0 142 35 40 0 109 326 177 149 326 0.842 0.543

1 334 0 50 0 0 384 334 50 384 0.150 0.870

2 285 59 0 0 0 344 344 0 344 0.000 1.000

3 1547 0 137 0 77 1761 1547 214 1761 0.138 0.878

4 2685 46 767 0 190 3688 2731 957 3688 0.350 0.741

5 8563 88 2240 0 671 11562 8651 2911 11562 0.336 0.748

6 42793 1307 8116 0 2874 55090 44100 10990 55090 0.249 0.801

7 323684 37630 25198 0 10149 396661 361314 35347 396661 0.098 0.911

8 1533632 168286 45974 0 28458 1776350 1701918 74432 1776350 0.044 0.958

9 815718 87944 55224 0 53498 1012384 903662 108722 1012384 0.120 0.893

10 175285 68400 33261 0 86623 363569 243685 119884 363569 0.492 0.670

11 55576 21611 19422 0 75537 172146 77187 94959 172146 1.230 0.448

午後 0 25312 20939 11943 0 45243 103437 46251 57186 103437 1.236 0.447

1 16076 17550 13923 0 44335 91884 33626 58258 91884 1.733 0.366

2 13631 9915 11818 0 39618 74982 23546 51436 74982 2.184 0.314

3 9884 4742 7696 0 27357 49679 14626 35053 49679 2.397 0.294

4 10196 4431 6104 0 24560 45291 14627 30664 45291 2.096 0.323

5 6880 6834 5164 0 21205 40083 13714 26369 40083 1.923 0.342

6 4454 3061 3538 0 20525 31578 7515 24063 31578 3.202 0.238

7 3204 285 2278 0 8721 14488 3489 10999 14488 3.152 0.241

8 2378 141 1354 0 3803 7676 2519 5157 7676 2.047 0.328

9 1671 110 812 0 1822 4415 1781 2634 4415 1.479 0.403

10 1158 0 769 34 1092 3053 1158 1895 3053 1.636 0.379

11 718 0 454 0 1766 2938 718 2220 2938 3.092 0.244

合計 3055806 453414 256282 34 498233 4263769 3509220 754549 4263769 0.215 0.823

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11

午
前

午
後

通勤 通学 業務 帰宅 私事  

（東海道沿線） 

流入 ① ② ①＋② ②／①
①／（①
＋②）

流入

通勤 通学 業務 帰宅 私事 合計
通勤・通
学

業務・帰
宅・私事

合計 比率 シェア

午前 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.000 -

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.000 -

2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.000 -

3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.000 -

4 150 0 72 0 42 264 150 114 264 0.760 0.568

5 770 0 75 0 0 845 770 75 845 0.097 0.911

6 3051 112 544 0 159 3866 3163 703 3866 0.222 0.818

7 35280 4043 2311 0 954 42588 39323 3265 42588 0.083 0.923

8 200004 13640 5324 0 2042 221010 213644 7366 221010 0.034 0.967

9 112599 10366 7831 0 4201 134997 122965 12032 134997 0.098 0.911

10 21206 8974 3042 0 7492 40714 30180 10534 40714 0.349 0.741

11 6351 2713 1780 0 7057 17901 9064 8837 17901 0.975 0.506

午後 0 2863 2860 1106 0 4499 11328 5723 5605 11328 0.979 0.505

1 1894 2464 1150 0 3131 8639 4358 4281 8639 0.982 0.504

2 1591 1370 749 0 2809 6519 2961 3558 6519 1.202 0.454

3 631 878 789 0 1865 4163 1509 2654 4163 1.759 0.362

4 581 381 475 0 1571 3008 962 2046 3008 2.127 0.320

5 477 740 261 0 1521 2999 1217 1782 2999 1.464 0.406

6 450 347 246 0 2013 3056 797 2259 3056 2.834 0.261

7 179 0 155 0 375 709 179 530 709 2.961 0.252

8 253 0 0 0 179 432 253 179 432 0.708 0.586

9 173 0 117 0 175 465 173 292 465 1.688 0.372

10 168 0 0 34 90 292 168 124 292 0.738 0.575

11 186 0 0 0 156 342 186 156 342 0.839 0.544

合計 388857 48888 26027 34 40331 504137 437745 66392 504137 0.152 0.868

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0
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4
5
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7
8
9

10
11
0
1
2
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4
5
6
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8
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10
11

午
前

午
後

通勤 通学 業務 帰宅 私事  

注）「流入」とは「出発地」が「対象エリア外」・「到着地」が「対象エリア内」のＯＤ 

注）「域内」とは「出発地」が「対象エリア内」・「到着地」が「対象エリア内」のＯＤ 

注）「出発地」＝「居住地」のデータを対象 

資料）「東京都市圏パーソントリップ調査」（国土交通省関東地方整備局） 
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（２） 流動把握対象の検討 

 
① 対象路線の設定 

対象路線は、対象エリアとの流動に利用されている路線を想定し、山手線に結節し

ている路線とした。 
また、山手線を横断し、路線の上り・下り両方面から対象エリアへ流入がある場合

には、路線を 2 つに区切り整理した。（例：京浜東北線の場合、大船方面から田端まで

と、大宮方面から品川まで） 
 

図表-1.4 対象路線 

流入方面

路線名 発駅 着駅

JR東日本 東海道本線 湯河原 東京
中央本線 笹子 東京
東北本線 小山 上野
京浜東北・根岸線_大船-田端 大船 田端
京浜東北・根岸線_大宮-品川 大宮 品川
常磐線快速 石岡 上野
常磐線各駅停車 取手 北千住
総武線各駅停車_三鷹-秋葉原 三鷹 秋葉原
総武線各駅停車_千葉-新宿 千葉 新宿
総武本線 成東 東京
山手線_内回り 品川 品川
山手線_外回り 品川 品川
横須賀線 久里浜 東京
高崎線 神保原 上野
埼京線 大宮 大崎
京葉線 蘇我 東京
湘南新宿ライン_横浜-池袋 横浜 池袋
湘南新宿ライン_大宮-大崎 大宮 大崎

地下鉄 浅草線_押上⇒西馬込 押上 浅草
浅草線_西馬込⇒押上 西馬込 浅草
三田線 西高島平 目黒
新宿線 本八幡 新宿
大江戸線_光が丘⇒都庁前 光が丘 飯田橋
大江戸線_都庁前⇒光が丘 都庁前 飯田橋
銀座線 浅草 渋谷
丸ノ内線_荻窪⇒池袋 荻窪 東京
丸ノ内線_池袋⇒荻窪 池袋 東京
日比谷線 中目黒 北千住
東西線_西船橋⇒中野 西船橋 大手町
東西線_中野⇒西船橋 中野 大手町
千代田線_代々木上原⇒北綾瀬 代々木上原 大手町
千代田線_北綾瀬⇒代々木上原 北綾瀬 大手町
有楽町線_新木場⇒和光市 新木場 有楽町
有楽町線_和光市⇒新木場 和光市 有楽町
半蔵門線 押上 渋谷
南北線 赤羽岩淵 目黒

民鉄 京浜急行本線 浦賀 泉岳寺
小田原線 小田原 新宿
京王線 京王八王子 新宿
井の頭線 吉祥寺 渋谷
東横線 横浜 渋谷
目黒線 武蔵小杉 目黒
池上線 蒲田 五反田
田園都市線 中央林間 渋谷
新宿線 本川越 西武新宿
池袋線 吾野 池袋
伊勢崎線 多々良 浅草
東上線 寄居 池袋
京成本線 成田空港 京成上野
東京臨海新交通臨海線 有明 新橋
りんかい線 新木場 大崎
つくばエクスプレス つくば 秋葉原
東京モノレール羽田線 羽田空港第２ビル モノレ－ル浜松町  

 
注）本調査では、山手線内への通勤流動が対象である、山手線に結節している路線を対象路線とし

ており、周辺都市（横浜市、さいたま市など）への路線は対象外とした。 
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図表-1.5 対象路線図 

＜ＪＲ・民鉄＞ 

 
資料）Mapio より作成 

＜地下鉄＞ 

 
資料）SuperMapple より作成 
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② 時間帯と基準ターミナル駅の設定 

対象路線別に、集計の基準となるターミナル駅（基準ターミナル駅）を設定し、基

準ターミナル駅に到着する時間帯で流動量を把握する。 
 

図表-1.6 対象路線別基準ターミナル駅 

基準ターミナル駅 基準ターミナル駅 基準ターミナル駅

JR東日本 東海道本線 東京 地下鉄 浅草線_押上-浅草 浅草 民鉄 京浜急行本線 品川
中央本線 新宿 浅草線_西馬込-浅草 浅草 小田原線 新宿
東北本線 上野 三田線 三田 京王線 新宿
京浜東北・根岸線_大船-東京 東京 新宿線 市ヶ谷 井の頭線 渋谷
京浜東北・根岸線_大宮-東京 東京 大江戸線_光が丘-飯田橋 飯田橋 東横線 渋谷
常磐線快速 日暮里 大江戸線_都庁前-飯田橋 飯田橋 目黒線 目黒
常磐線各駅停車 北千住 銀座線 銀座 池上線 五反田
総武線各駅停車_三鷹-秋葉原 秋葉原 丸ノ内線_荻窪-東京 東京 田園都市線 渋谷
総武線各駅停車_千葉-秋葉原 秋葉原 丸ノ内線_池袋-東京 東京 新宿線 西武新宿
総武本線 東京 日比谷線 日比谷 池袋線 池袋
山手線_内回り 品川 東西線_西船橋-大手町 大手町 伊勢崎線 浅草
山手線_外回り 品川 東西線_中野-大手町 大手町 東上線 池袋
横須賀線 東京 千代田線_代々木上原-大手町 大手町 京成本線 京成上野
高崎線 上野 千代田線_北綾瀬-大手町 大手町 東京臨海新交通臨海線 新橋
埼京線 池袋 有楽町線_新木場-有楽町 有楽町 りんかい線 大崎
京葉線 東京 有楽町線_和光市-有楽町 有楽町 つくばエクスプレス 秋葉原
湘南新宿ライン_横浜-新宿 新宿 半蔵門線 半蔵門 東京モノレール羽田線 羽田空港第２ビル
湘南新宿ライン_大宮-新宿 新宿 南北線 永田町

路線名 路線名 路線名

 
 
 
 
 
 

 
以下では、「輸送人員」「輸送力」という語を次の定義で用いる。 

 
輸送人員：実際に乗車している人数。 

（1-11 ページの把握手順例では、8 時台に東京駅に到着する 
列車に乗車している人。） 

輸送力 ：輸送可能な人数（定員）。 
（1-11 ページの把握手順例では、8 時台に到着する全列車の 
定員の合計。） 
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（３） 鉄道利用者の流動把握 

① 路線別区間別時間帯別輸送人員 

対象路線別に、区間別時間帯別の輸送人員を把握した。 
 

【把握手順例】 
東海道線上り方面の 8 時台の流動を整理する場合、以下の手順で行う。 
（i）  基準ターミナル駅である東京駅に 8 時台に到着する列車（下図 A～E

列車）を抽出する。 
（ii）  抽出した列車の駅間別の流動量を合算する。 

 ８時台の流動量：列車A～Eの利用者を駅間で集計

小
田
原

横
浜

川
崎

品
川

東
京

7:00 8:00 9:00

7:00 8:00 9:00

A EDCB上り列車

8時台に到着する
列車

 
（iii）  駅間別の流動量を整理する。 

（例：東海道線上り方面の 8 時台の輸送人員） 

8時台
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図表-1.7及び図表-1.8に、東海道線上り方面の各時間帯別の輸送人員を示す。 

(i) 

(ii) 



 

1-12 
 

図表-1.7 東海道線上り方面（縦軸のスケールを全時間帯一律に設定） 

※ 

■各時台における移動人員の状況（東京駅に到着した時刻を想定）
移動目的 全目的
全時間帯 5時台 （平日・上り） 10時台 （平日・上り） 15時台 （平日・上り） 20時台 （平日・上り）

パンデミック時 68,161 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 0 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 2,119 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 3,189 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 2,604 対全目的比 対通勤比
0.587 0.670 0.000 0.000 0.523 0.927 2.010 8.391 17.476 53.141

1時台 6時台 （平日・上り） 11時台 （平日・上り） 16時台 （平日・上り） 21時台 （平日・上り）

パンデミック時 0 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 1,982 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 2,654 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 3,189 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 3,978 対全目的比 対通勤比
- - 1.003 1.301 0.639 1.608 3.515 13.985 50.357 124.319

2時台 7時台 （平日・上り） 12時台 （平日・上り） 17時台 （平日・上り） 22時台 （平日・上り）

パンデミック時 0 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 5,212 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 2,654 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 3,920 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 3,173 対全目的比 対通勤比
- - 0.186 0.207 1.161 3.851 20.001 59.396 40.160 105.754

3時台 8時台 （平日・上り） 13時台 （平日・上り） 18時台 （平日・上り） 23時台 （平日・上り）

パンデミック時 0 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 10,646 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 2,458 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 4,628 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 2,921 対全目的比 対通勤比
- - 0.175 0.185 2.950 10.826 39.225 165.303 - -

4時台 9時台 （平日・上り） 14時台 （平日・上り） 19時台 （平日・上り） 24時台 （平日・上り）

パンデミック時 0 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 5,215 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 2,458 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 4,108 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 1,056 対全目的比 対通勤比
- - 0.303 0.348 1.204 4.763 8.759 36.352 0.009 0.010

資料）「大都市交通センサス」（国土交通省）、「東京都市圏パーソントリップ調査」（国土交通省関東地方整備局）
注）「利用路線」が「東海道本線」のODを対象
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図表-1.8 東海道線上り方面（縦軸のスケールを時間帯別に設定） 

■各時台における移動人員の状況（東京駅に到着した時刻を想定）
移動目的 全目的
全時間帯 5時台 （平日・上り） 10時台 （平日・上り） 15時台 （平日・上り） 20時台 （平日・上り）

パンデミック時 68,161 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 0 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 2,119 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 3,189 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 2,604 対全目的比 対通勤比
0.587 0.670 0.000 0.000 0.523 0.927 2.010 8.391 17.476 53.141

1時台 6時台 （平日・上り） 11時台 （平日・上り） 16時台 （平日・上り） 21時台 （平日・上り）

パンデミック時 0 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 1,982 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 2,654 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 3,189 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 3,978 対全目的比 対通勤比
- - 1.003 1.301 0.639 1.608 3.515 13.985 50.357 124.319

2時台 7時台 （平日・上り） 12時台 （平日・上り） 17時台 （平日・上り） 22時台 （平日・上り）

パンデミック時 0 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 5,212 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 2,654 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 3,920 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 3,173 対全目的比 対通勤比
- - 0.186 0.207 1.161 3.851 20.001 59.396 40.160 105.754

3時台 8時台 （平日・上り） 13時台 （平日・上り） 18時台 （平日・上り） 23時台 （平日・上り）

パンデミック時 0 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 10,646 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 2,458 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 4,628 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 2,921 対全目的比 対通勤比
- - 0.175 0.185 2.950 10.826 39.225 165.303 - -

4時台 9時台 （平日・上り） 14時台 （平日・上り） 19時台 （平日・上り） 24時台 （平日・上り）

パンデミック時 0 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 5,215 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 2,458 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 4,108 対全目的比 対通勤比 パンデミック時 1,056 対全目的比 対通勤比
- - 0.303 0.348 1.204 4.763 8.759 36.352 0.009 0.010

資料）「大都市交通センサス」（国土交通省）、「東京都市圏パーソントリップ調査」（国土交通省関東地方整備局）
注）「利用路線」が「東海道本線」のODを対象
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